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米国における社会資本の長期的影響*1

―ヨハンセンの共和分分析による計測―

高橋  青天*2

  本稿では，Ra t n e r，Asch au r eやMunne l lの研究に従い，コブ・ダグラス生産関数を

使った社会資本の影響の検討を行う。「見せかけの回帰問題」と「同時性バイアス問題」を

避ける為に，コブ・ダグラス生産関数から導かれた長期費用関数を想定する。この長期費

用関数を，近年注目されている Johansen  and  Ju se l i u s(1990)で展開された「共和分分

析」を適用して，「共和分」として推計する。さらに，分析を通じて， L y n d e  a n d

Richmond(1992)の結果を確認する。

  分析の結果は，1）長期費用関数の共和分から，社会資本を含むすべての投入物に関し

て収穫一定性が成立しているという，Lynde and  R ichmond(1992)の結論を確認できな

かった，2）しかしながら，コブ・ダグラス生産関数を想定した社会資本の他の研究で推

定された弾力性の値よりは小さいが，社会資本が生産・生産性に長期的影響を及ぼしてい

ることが長期費用関数の共和分より確認できた。

Ⅰ．はじめに

  社会資本が民間部門の生産・生産性へ及ぼす

長期的影響に関して，これまで多くの研究がな

されてきた。例えば，Ratner(1983)，Ascha-

uer(1989)，Ho l t z-Ea rk i n(1988)，Munne l l

(1990a，b)，Berndt and Hansson(1991)さら

に，Lynde and Richmond(1992)などが重要な

研究として挙げられるであろう。これらの研究

では，社会資本が民間部門の生産・生産性に重

要な長期的影響を及ぼしているという結論が導

かれている。しかし，Munnell(1992)で指摘さ

れたように，これらの研究の多くは，結論を導

く上で重大な分析上の欠陥を共有している。す

なわち，多くの時系列データは非定常である，

という事実が考慮されていないということであ

る。Granger  and  Newbo ld(1974)で詳しく論

じられたように，データの非定常性を考慮に入

れない実証分析は，彼らが得た結論に重大な影

響を及ぼす可能性がある。すなわち，それらの

論文で行われた回帰分析は，いわゆる「見せか

けの回帰」にすぎないのでは，という重大な疑

問が生じる。この問題を避けるために，

Munnel l(1990b)のように地域データを使った
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分析を行う方法もあるが，非定常性を考慮した

論文としては，H o I t z - E a r k i n ( 1 9 8 8 )及び

Lynde  and  R ichmond(1992)がある。Ho l t z -

Earkin（1988）では，非定常性を考慮して各系

列の1階の階差を取って回帰分析を行ってい

る。しかしながらこの方法では，我々が知りた

い長期的関係の情報が失われてしまうことにな

る。また，Lynde and Richmond（1992）では，

非定常性を十分考慮し，シェアー関数を計測

し，1）社会資本の限界生産性が正となるこ

と，2）社会資本を含めて規模に関して収穫一

定が成立すること，3）社会資本と民間資本は

補完関係であることなどの結果が得られた。

  本稿では，R a t n e r，As ch a u r eやMu n ne l lの

研究に従い，コブ・ダグラス生産関数を使った

社会資本の影響の検討を行う。「見せかけの回

帰問題」と「同時性バイアス問題」を避ける為

に，コブ・ダグラス生産関数から導かれた長期

費用関数を想定する。

  この長期費用関数を，近年注目されている

J o h a n s e n  a n d  J u s e l i u s ( 19 90 )で展開された

「共和分分析」を適用して，「共和分」として推

計する。さらに，分析を通じて，L yn de  a n d

R i c h mo nd( 19 92)の結果を確認することが目

的である。

  次節では，実証分析に使われる計量モデルと

データが分析される。Ⅲ節では，Johansenの共

和分分析方法が適用され，推定結果の妥当性が

検討される。Ⅳ節は結論に当てられている。

Ⅱ．モデルとデータ

2.1:長期費用関数の導出

よって，共和分として推定されるべき関係は，

次式となるであろう。

  下記のコブ・ダグラス生産関数を想定しよ

う。

  さらに，費用最小化問題を解くことにより，

よく知られた次の費用関数を得る。

  ここで， γ＝α1+α2であり，上式の各記号

は次の通りである。

  Ｙ：産出量，a：技術進歩率，t：時間を表わ

  すパラメーター，Ｌ：労働投入量，Ｋ：民間

  資本，Ｇ：社会資本，Ｃ：総費用，w：賃金

  率，ｒ：資本レンタル率， iα ：各投入要素の

  弾力性，α：定数項。

  ここで，lnc：名目総費用の対数値，lnry：実

質総生産の対数値，lnrg：実質社会資本ストッ

クの対数値，lnr：名目賃金率の対数値，lnr：

名目資本レンタル率。

  また，理論から予想される符号条件は，β2＞

0，β 3＜ 0，β 4＞ 0，β 5＞ 0，β 6＜ 0であ

る。さらに，もしλ＝1が成立すれば，民間投

入に関しての収穫一定，また，(1－β3)／β2＝

1が成立すれば，社会資本も含めた投入に対し

て収穫一定が成り立つことになる。

  さて，我々の目的は，共和分として(2)式を推

定することである。まず，Ｘt＝(lnct，lnryt，ln

cugt，lnwt，lnrt）を定義する。また，この変数

を使った「VARモデル」は下記で表わすこと

ができる。
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  さらに，これを「誤差修正項」を含むモデル

に変換すると，

  ここで，μは定数項，△は一階の階差を表わ

し，また，誤差項εは I IN(0，Σ)を満たして

いる。さらに，もし共和分が存在すれば，Πは

二つの行列の積として表わすことが出来る。す

なわち，Π＝αβ′であり,さらにβ′Ｘt，は定常

過程（Ｉ(0)と表示される）となっており，共和

分の関係を表わしている。ヨハンセンの「共和

分分析」は，共和分の数とその推定値を与えて

くれる。ただし，この分析が適用可能な条件と

して，すべてのデータ系列が「I(1)過程」，すな

わち，一階の階差を取った系列が定常となるこ

とが必要となる。 J o h a n s e n  a n d  J u s e l i u s

(1990)で展開された「共和分分析」は，以下

の手順で進められる。

１） データがＩ(1)過程となっていることの

    チェック。

２）  最大ラグ（k）の決定。

３） 共和分（ベクトルβ）の最大個数の決定

    とその計測。

４） 求めた関係が共和分となっているか，残

    差を使った診断テスト。

５） 共和分に制約を置いた場合の各種ＬＭ検

    定。

  この分析のより詳しい説明は，彼らの論文

(199 0)及び， J o h an s e n(1995 )と統計プログ

ラム「Cats in Rats」のマニュアル(1994)を参

照のこと。

いられる。必要なデータは，名目総費用，実質

総生産量，実質社会資本，さらに，名目賃金率

及び名目資本レンタル料が必要となる。データ

の出所の説明は付論で行われている。また，実

質社会資本を稼働率で調整することにより，実

質的に生産に関わる部分を計測に使うことにす

る。社会資本の稼働率データは存在しないの

で，民間資本と補完的であるとの仮定のもと

に，民間資本の稼働率を適用することにする。

この稼働率調整された実質社会資本の対数変換

したものをこれからlncugと表わすことにす

る。

  「共和分分析」が適用されるためには，すべ

ての時系列Ｘt＝(lnct，lnryt，lncugt，1nwt，1nrt，)

が「I(1)過程」，すなわち，一階の階差を取った

系列が定常となるような時系列データであるこ

とを確認する必要がある。この確認は，各系列

のレベル及び一階の階差をプロットすることに

より，また，Dicky and Fuller(1979，1981)に

よる「A D F検定」及び P h i l l i p s  a n d  P e r r o n

(1988)による「PP検定」による「単位根の検

定法」を適用して行われる。

  各系列のレベルと一階階差の系列は図1から

図5で画かれている。また，表1では，「単位根

検定」の結果が示されている。

2.2：分析データ

  推計に用いられるデータは，米国民間部門の

1958年から1989年までの32個の年次データが用
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図1  LNC 系列とその１回階差

図2  LNＲＹ 系列とその１回階差
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図3  LNCUG 系列とその１回階差

図4  LNW 系列とその１回階差
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図5  LNR 系列とその１回階差

  図1から図5を検討して分かることは，1）

lnc，lnry，1ncug，lnr の系列は比較的Ｉ(1)過程

と見なせ，lncug を除いて階差系列は切片を

持っている，2）lnwの系列は，Ｉ(1)過程を満

たさない。これらの観察結果は，「単位根検定」

をすることにより確かめられる。

表1  単位根検定

  以上の表より，賃金率の系列であるlnwを除
いてＩ(1)過程であると言える。lnwに関して

は，Ｉ(1)過程の仮説は強く否定される。しかし

ながら，理論上は除外できない。それゆえ，共

和分分析の変数に含めた計測をし，残差の分析

をすることによりlnwを含めて共和分が成立

しているかどうか確認することにする。
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Ⅲ．分析と結果

  以下の統計分析は，計量ソフト「C a t s  i n

R a t s」を用いて計測されたものである。

3.1：最大ラグの決定

  (4)式で示された誤差修正モデルの「最大ラ

グ」(k)を決めるために，(3)式のVARモデル

を計測し，このモデルに関する「赤池情報基準

値（AIC)」や「Ｓｃｈｗａｒｔｚ情報基準値（ＳＢＩＣ)」

を求める。

  下記の表がその結果である。

ラグ2が選択されるが，両者の基準値はあまり

違わないので，データの数が少ないことを考慮

してラグ2を採用することにする。

3.2：共和分モデルの選択

  「共和分分析」では，次の五つのモデルが想

定されている。

  モデル1：一切トレンド等を含まないケー

             ス。

  モデル2：共和分に切片だけを含むケース。

  モデル3：レベルにトレンドを含むケース。

  モデル4：共和分にトレンドを含むケース。

  モデル5：レベルに2次のトレンドを含む

             ケース。

  どのモデルを採用するかは，ヨハンセンに

従って，すべてのモデルに関して，「トレース

検定」(5％の臨界値を使う)を当てはめ，共和

分の階数(共和分の数，rで表示する)が最も

小さくなるところで検定をパスするモデルを選

ぶことにする。ただし，前節のデータについて

の検討から，モデル1は選択の対象から除かれ

る。表3がその結果である。

  表2より，A I Cと S B I Cともラグ数を増やす

と減少し，ラグ4で最低値を取っている。デー

タの数が32しかなく，ラグ4では我々の誤差修

正モデル(2)を計算できない。よって，ラグ3か

表3  共和分モデル

この結果から，モデル4が選ばれる。

表2  情報基準値



米国における社会資本の長期的影響

- 8 -

3.3：共和分の計測と残差分析

  モデル4を想定し，共和分ベクトル(β)を

計測するためには，共和分の最大個数(共和分

階数：r)を決める必要がある。もし，2個以上

の共和分が存在すると，それらの一次結合も共

和分となるので，費用関数の関係を共和分とし

て同定できないことになる。それゆえ，最大個

数が一個になることが必要になる。共和分階数

決定のために，2種類の検定，「最大個有値検

定」 ( Ｌ－ m a x検定 ) と「トレース検定」

（Trace検定）を行う。結果は，表4で示されて

いる。

表4  最大階数（ｒ）の検定

図6  共和分と短期動学

  この結果から，ただ一個の共和分関係が存在

し，ln cの係数を1と基準化することにより

β'＝（1.000，－1.885，0.168，－0.390，

－0.653，0.034）が推計される。この共和分関係

（betal’*Zk(1)で表示)と共和分への短期動学過

程(beta1' *Rk(t)で表示)を表わすグラフがそ

れぞれ図6で示されている。
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  また，このベクトルと対応した，ベクトルα

と行列Πが表5及び表6のように推計される。

いずれのt－値もまずまず有意な結果を示して

いる。

表5  ベクトルαの計測値

表6  Πの推定値

3.4：残差による共和分の診断テスト

  さらに，各推定式の残差項に関して各種検定

を行った結果が表7にまとめられている。

表7  残差の診断検定

  さらにこれらの結果を補足するために，

「Rats in Cats」で求められた各推定式の残差に

関する図が示されている。これらの結果から総

合的に判断して，求められた一個のベクトルβ

を共和分と見なすことができると結論できるで

あろう。
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図7  ＤＬＮＣ の残差分析

図8  ＤＬＮＲＹ の残差分析

図9  ＤＬＮＣＵＧ の残差分析
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図10  ＤＬＮＷ の残差分析

図11  ＤＬＮＲ の残差分析

図12では，companion行列の固有値が報告され

ている。いずれも，単位円上か内にあるので，

図12では，companion行列の固有値が報告され

ている。いずれも，単位円上か内にあるので，

共和分階数＝１が強く支持されている｡図12では，companion行列の固有値が報告され

ている。いずれも，単位円上か内にあるので，

図12では，companion行列の固有値が報告され

ている。いずれも，単位円上か内にあるので，
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図12  ＣＯＭＰＡＮＩ０Ｎ 行列の固有値

(注)COMPANION行列は下記で定義されている。

ここで，ＡはVARモデル(3)式の5×5係数行列，さらにＩ5は5×5の単位行列である。

Ⅳ．結果の検討

  以上の分析より，長期の費用関数として，下

記の関係が共和分として求められた。

らに，すべての投入物に対する弾力性は，0.62

と推定される。社会資本に関する生産弾力性を

除き，いずれの弾力性の値も，経済学的に考え

られる値よりもかなり小さなものとなってい

て，満足のいく結果ではない。おそらく，賃金

率の系列(lnw)がＩ(1)過程でないと言う事実
が，弾力性の値を小さくする要因と考えられ

る。

  次に，これらの結果に関して，3つの尤度比

検定を行う。第一は，β ´＝( 1，1，1，0，

0，0)の制約に関して，第二は，β´＝(1，

1， 0， 0， 0， 0 )の制約に関してであり，

  この結果を(1)式に当てはめると，符号条件は

すべて満たしている。さらに，各生産要素の弾

力性を計算すると，社会資本の生産弾力性＝

0.09であり，また民間投入物だけに対する生産

弾力性＝0.53，労働投入の生産弾力性＝0.21，

民間資本の生産弾力性＝0.35が計算できる。さ
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最 後は β´＝ ( 0 ， 0 ， 1 ， 0 ， 0 ， 0 ) の 制約

である。第一の検定は，α1＋α2＋α3＝1に関

するものである。自由度1のχ2分布となり，統

計量の値は39.06で，この制約の有効は，強く

否定される。第二の検定はα1＋α2＝1の検定

となっている。この場合も同様の分布となり，

値は31.11となり，同じく強く否定される。以

上から，社会資本を含む場合も含まない場合も

「収穫一定」が成立しないことを意味してい

る。第三の制約については，社会資本の弾力性

の有意性の検定(α3＝0)となっている。やは

り，自由度1のχ2分布となり，結果は6.01で，

Ｐ－値は0.01となり1％有意水準ではぎりぎり

否定できないが，5％有意水準では強く否定さ

れる。

Ⅴ．結論

  以上の共和分分析から，社会資本を含むすべ

ての投入物に関して収穫一定性が成立している

という，Lynde and Richmond(1992)の結論を

確認できなかった。しかしながら，他の研究で

推定された値より小さいが，社会資本が生産・

生産性に長期的影響を及ぼしていることが共和

分により確認できた。

  また，「規模に対する収穫」に関して良い推

計結果が得られなかったのは，系列がＩ(1)過程

であるという，「共和分分析」の条件を賃金率

のデータが満たしていないためであると考えら

れる。これを克服するためには，I(1)過程の変

数からなる理論モデルを導くか，あるいは，最

近開発されつつある，I(2)過程の共和分分析を

適用することが考えられる。また，同様の問題

は，「共和分分析」を日本のデータに適用する

ときにも生じる。なぜなら，よく知られている

ように，ほとんどの日本の時系列データはI(1)

過程ではないからである。

付論：データの説明

w :金融を除く全民間部門の，時間当たり名目

    雇用所律

r : Ｒｉｎｄｅ　ａｎｄ　Ｒｉｃｈｍｏｎｄ(1992)に従い計算さ

    れた名目資本レンタル率(Appendix  p.43

    の説明を参照)。

さらに，製造業部門の資本稼働率（ Indust r ia l

Production and Capacity Utilization）が社会資

本の調整のために必要になる。

参  考  文  献

Aschaure,D.A., 1989, Is public expenditure

  productive?, Journal of Monetary Economi-
  cs 23, 177-200.

Berndt E. R. and B. Hansson, 1991, Measuring

  the contribution of public infrastructure

  capital  in Sweden,  NBER Working Paper

  以下のデータはすべて,「C I T I B A S E」か

[Economic  Reporto f  the Pres ident]より取ら

れている。

Ｙ：87年基準の金融関連を除いたGDP。

Ｃ：金融関連を除く名目国内所得(Domes t i c

    Income)。

Ｇ：87年基準の軍関係を除く純社会資本(Sur-

    vey  o f  Cu rrent  Bus iness , Janua ry  1992,

    Ｔａｂｌｅ 15)。



米国における社会資本の長期的影響

- 14 -

  Series  #3842.

Dickey, D. and W. Fuller, 1979, Distribution of

  the  est imators  for  autoregressive  time

  series with aunit root, Journal of American

  Statistical Association 74, 427－431.

Dickey D. and W. Fuller, 1981, Likelihood

  ratio statistics for autoregressive time series

  with a unit root, Econometrica 49, 1057－

  1072.

Granger, C. and P. Newbold, 1974, Suprious

  regress ion  in  Econometri cs ,  J our n a l  o f
  Econometrics 2, 111－120.

Holz－Earkin, D., 1988, Private output, gover-

  nment capital, and the infrastructure 'Cris-

  i s ' ,  D e p a r t m e n t  o f  Ec o n o m i c s  D i s c u s s i o n

  Pa p e r  S e r i e s  No . 39 4 ,  C o lu m b i a  U n i v e r s i -

  ty.
Johansen, S. and K. Juselius, 1990, Maximum

  l ike l ihood estimation and inference o f

  co integrat ion with appl i cat ions  to  the

  d e m a n d  f o r  m o n e y ,  O x f o r d  B u l l e t i n  o f

  E c o n o m i c s  a n d  S t a t i s t i c s  5 2 ,  1 6 9－ 2 1 0 .

Johansen, S., 1995, Likelihood－Based Infer-
  e n c e  i n  C o i n t e g r a t e d  V e c t o r  R e g r e s s i v e

  Models, Oxford University Press.

Lynde, C. and J.  Richmond, 1993,  Public

  capital and total factor productivity, Inter-

  national Economic Review 34, 401 －414.

Munnell, A., 1990a, Why has productivity

  growth declined?: productivity and public

  investment, New England Economic Revie-
  w ,  F e d e r a l  R e s e r v e  B a n k  o f  B o s t o n ,  J a n -

  uary／February, 3－22.

Munnell, A., 1990b, How does public infrast-

  ructure affect regional economic performan-

  c e ? ,  N e w  E n g l a n d  E c o n o m i c  R e v i e w ,

  Fede ra l  Rese rve  Bank  o f  Bos ton ,  Sep t emb -
  er／October, 11-32.

Munnell, A., 1992, Infrastructure investment

  and economic growth, Journal of Economic
  Perspective Vol.6, No.4, 189－198.

Osterwald－Lenum, M., 1992, A Note with

  quantiles of the asymptotic distribution of

  the maximum likelihood cointegration rank

  t e s t ,  O x f o r d  B u l l e t i n  o f  E c o n o m i c s  a n d

  Statistics 54, 461－480.

Ratner, J., 1983, Government capital and the

  production function for U.S. private out-

  put, Economics Letters 13, 213－217.


	Ⅰ．はじめに
	Ⅱ．モデルとデータ
	Ⅲ．分析と結果
	Ⅳ．結果の検討
	Ⅴ．結論

